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皮革 (豚皮)産業と油脂 ･骨粉等の化製 (レンダリング)産業が､｢と畜｣産業関連の重要な
一環であることを再認識させられたのであった｡そうであるだけに､行政サイドにより ｢同和
産業｣間蓮が ｢公害防止｣という一般的な環境改善事業の間麓にいわばすり替えられてしまっ
ていることに､ある空しさと強烈な疑問にとらわれたことは否定することができない｡｢と畜｣
解体業務から始まって､食肉産業､皮革産業､油脂産業､骨粉産業などにいたる産業労働の連
関を､部落差別の実態に即して学問的にもっと深く解明する必要性があることを強く反省させ
られたのであった｡このアプローチはまた､たんに行政当局だけではなく､部落解放の運動団
体サイドにおいても避けがたい研究課蔑となっているように思われた0
さて､上記のような行政対策のなかで､東京の皮革 ･油脂産業地区はどのような状況に置か
れているのであろうか｡部落解放同盟墨田支部の原田千恵子さんのご説明で最も印象に残った
のは､｢東京の同和行政では､ く同和地域)はないけれども､ く部落差別)は一般にあるとい
うことになる｡そういう立場から同和地区の指定が行われていないので､現実に存在している
被差別地区がないということにさせられ､特定の地域に集中して表れる部落差別の現実が隠さ
れてしまっている｣という趣旨の発言であった｡このことによる影響が､住宅､学校､交際､
結婚､就職､就労などの生活の基本的各局面でのきびしい差別となって実に深刻な仕方でおよ
んでいる｡産業労働面を中心にして､以下その具体的実相に注目してみよう｡
この地域の形成の歴史は浅く､浅草周辺の弾左衛門囲い地にあった発牛馬の皮革なめし場が､
1871(明治4)年の賎称身分廃止令の時に､東京府への人口流入が増大するなかで､｢悪臭甚
だしく人目につく｣という理由で､湿地帯の木下川 ･三河島に強制移転させられてから以後の
ことである｡堀立て小屋のような工場ながら､一時は戦争景気にわき ｢軍需産業｣となったけ
れども､1925年にいたり東京府より ｢非衛生 ･悪臭｣を理由に､千葉寄りの荒川河口付近への
移転を再度命ぜられた｡その時に初めて皮革業の組合が､｢あまりにも人としての取 り扱いで
はない｣と国会に陳情書を提出､現在地への残留をかちとったのであった｡
このころにはすでに､関東各地の被差別部落から仕事を求めてこの地への流入がつづいてい
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たが､人数の上で圧倒的に多いのは､滋賀の被差別部落の人たちであった｡この人たちは､京
大阪の差別のきびしさに耐えかねて東京に住みつくが､すぐれた皮革技術をもっていたのでさ
らにこの地に移転し､郷里からさらに縁者を呼び寄せて増加していったのであった｡水平社支
部結成の中心になったのも､滋賀から来たこれらの皮革工たちであった｡現在では､この地域
は47ヘクタールの地域に､約800世帯､2,000人弱の人たちが住んでいる｡
当地では､日本の8割の豚皮のなめし (酸化クロムを使用)を行なっている｡製品は くビッ
グスキン)もしくは くスウェード)と呼ばれ､衣料品やインテリア品などに使用され､輸出産
業の側面をもっている｡ところが､第-に､円高の影響で収益が半減ないし三分の一となり､
第二にそれに加えて､韓国や台湾でもなめしの技術が開発され､コストが格安なためバイヤー
がそちらに流れて､ここ2-3年製品が売れず､見通しも全然立っていない｡さらに第三には､
なめしはきびしい仕事であり､職安関係者などにも ｢汚い仕事｣という ｢部落産業｣に対する
偏見もあるところから､働 く人たちが集まらず､そのためどうしても外国人労働者たちに頼ら
ざるをえないという構造がある｡このような三重苦に打ちのめされ､160社 もあった皮革関連
業者が今では半分以下となり､工場は駐車場などに変わってしまった｡小零細企業が多く､自
社で全部の工程をこなしている所は少なく､たくさんの工場があっても､それぞれの事業所が､
なめしだけ､染色だけ､張 り皮だけの工程を専担する仕方で地域内分業をしている家内工業と
なっている｡
さらに当地では､油脂産業が切っても切れない関係にあり､皮革産業とセットで地域に根づ
いている.油脂会社の仕事は､第-に､外食産業から回収した捨て油の再利用加工､第二に､
｢と場｣から運ばれた動物の骨の再生利用であり､後者は具体的には､骨油を絞ったり､槽を
肥料や飼料に加工している｡いわゆるレンダリング (rendering)産業であり､いわば家畜
(livestock)の処理産業関連の重要な一環と位置づけられてしかるべきと考えられる｡
油脂産業は､周辺地域から臭気の問題を突きつけられていて､いわば ｢産業の臭いが差別の
対象になっている｣(原田さん)ということができる.そのため ｢抽屋｣は､行政からの一定
の補助があるとはいえ､苦しい経営の中から臭気対策に莫大な費用をかけなくてならない｡
｢産業的に展望もなくてきびしい状況だが､先輩たちが身を削りながらここに踏みとどまった
苦労をけっしてないがしろにできない｣と原田さんが語られる苦しい胸の内が､私たちにも重
苦しく伝わってくる｡
ちまたでは､この地域の皮革 ･油脂産業で働いている外国人労働者は､本産業従事者の三分
の一にも達しているといわれているが､それはあくまでも推定でしかないのであり､当然にも
複雑な事情がからんでいるから､その実態は明らにされるような性質の事柄ではないのである｡
ただ､数年前まではバングラデッシュ､パキスタン､フィリピンの人たちが多かったが､イラ
ン人が増えた時期を経て､今はナイジェリア､ウガンダなどアフリカ系の人たちが大半という
変化はある模様である｡
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この地域社会に住む人たち､とくに若者たちの就業開港は､非常に深刻である｡皮革工の子
どもたちに高校中退者が多く､外に出てゆく傾向があると指摘されてもいる｡この間麓には当
然ながら､職業開港のほか､教育開港が密接に関わっている｡その状況と構造については簡単
に記述はできない (前号論文の参考文献を参照されたい)が､肝心なことは､その根っこの部
分に深刻な部落差別開港が存在しているという事実である｡しかも前にふれたように､行政か
ら ｢同和地区｣の指定を受けていないために､実際には同和対兼の地域事業はまったく講じら
れていないのである｡いうなれば､社会的事実として存在するあまたの部落差別事象に対して､
行政サイドがまともに向き合うことなく､したがって何の対策も講じられていないという同和
行政の欠落構造があり､その裂け目から深刻な矛盾が噴き出し､差別がより重く倍加されて被
差別地区の人たちと子どもたちをおそってゆくという構図となっているわけである｡
こういう地域の現状と差別の構造が存在するにもかかわらず､行政サイドがその実態を知ろ
うとすらせず､｢東京方式｣という従来の ｢同和対策｣に安住していてよいのだろうか｡その
姿勢を東京都がこれからも保持しっづけてゆくのであれば､いつかはその行政責任がさびしく
問われる日が来ないともかざらないであろう｡そんな思いを胸にいだきながら､筆者はこのた
びの研修をいったん終了したのであった｡
(1996年1月 記)
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